
≪森林整備等支援事業費≫ 

 

HOKKAIDO WOOD販売促進事業費 

１ 目的・概要等 

トドマツやカラマツなどの道産木材製品の販路拡大・需要創出を図るため、「HOKKAIDO WOOD」ブランドを活

用したプロモーション活動や販売促進に向けた取組を展開する。 

 

２ 事業内容 

（１）販路拡大 

北海道と林業・木材産業関係団体等からなる協議会により、HOKKAIDO WOODブランドを活用した情報発信や

プロモーション活動を展開するとともに、プロモーションの成果について道内事業者へ広く普及し、新たな市場への

進出を促す。 

【協議会構成員】北海道、林業・木材産業関係団体、木材関係企業、流通業者等 

区 分 内容 

プロモーション手法

の検討 

販路拡大協議会の開催 道産木材製品販路拡大協議会の開催（年３回程度） 

· プロモーションの検討・成果分析 

ブランド戦略 発信力の強化 SNS等による情報発信力の強化 

· HOKKAIDO WOOD公式ホームページの運営 

· SNS運営及びSNS上でのウェブ広告掲載 

プロモーション 国内市場の開拓 道外（首都圏など）向けプロモーションの実施 

· 道外の展示・商談会やweb展示会への出展 

· 建材サイト等への道産木製品リスト掲載 

海外市場の開拓 海外に向けた PRと道内と海外の企業のマッチング機会の創出 

· 海外展示会への出展（台湾） 

· 海外バイヤー招聘 

· 新規市場開拓調査 

道内事業者への普及 道内事業者の販路拡大への意識醸成を図る報告会の開催（年１回） 

· 道外、海外に向けたプロモーションの成果等を道内事業者へ報告 

（２）需要拡大 

幅広い分野の異業種事業者の連携を図る交流会の実施や一般消費者へのPRにより需要拡大を図る。 

区 分 事業内容 

普及啓発 
異業種事業者や一般消

費者への啓発 

・地域特性に合わせたPR資料等の作成 

・異業種間の連携強化のため展示交流会の開催（1回） 

・道産木製品リストを活用した幅広いPR  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 道単独 予算額（千円） 国 道 その他 

事業主体 協議会、北海道 Ｒ６年度 14,598 － 14,598 － 

実施年度 Ｒ２～ Ｒ５年度 17,687 － 17,687 － 

負担区分 

道10／10 

※道費は「森林整備等

支援基金繰入金」 

担当課・係 
林業木材課林業木材係（内線28-463） 

利用推進係（内線28-455） 

 

国内市場の開拓 

＜道産木材製品販路拡大協議会＞ 

構成員：林業木材産業団体・木材関連企業等 

HOKKAIDO WOODブランドで統一した木材製品の販路拡大 
道
内
事
業
者
へ
の
普
及 

振興局でのPR 木製品リスト 

展示交流会 

メンバー間の連携強化⇒新規需要創出 

発信力の強化 
HP やＳＮＳ等で

の情報発信 

道産木材製品の販売促進 

海外市場の開拓 

北海道 
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《森林整備等支援事業費》 

HOKKAIDO WOOD推進事業費（道産広葉樹利用促進事業費） 
１ 目的・概要等 

道産広葉樹資源の有効活用を図るため、伐採可能な一般材（ミズナラやダケカンバ等）の安定供給や広葉樹出材量の大

半を占める低質材の付加価値向上に向けた取組を進める。 

２ 事業内容 

道産広葉樹の新たな需要の開拓や、広葉樹原木の安定供給体制の構築を図る。 
（１）安定供給に向けた取組 

   ・伐採業者と加工業者などのマッチングを図るため、 

ニーズに応じた原木の採材・仕分けに係る現地研修を開催 

 

 （２）有効活用、付加価値向上に向けた取組 

   広葉樹の個別ニーズに応じた現地研修の実施 

  ・家具・クラフト業者等と伐採業者等のマッチングを図るため、採材の工夫による 

低質材の有効活用及び、曲がりなどの欠点を生かした製品の検討を行う地域見学 

会を開催 

 

 

 
 

区分 道単独 予算額（千円） 国 道 その他 

事業主体 北海道 Ｒ６年度 1,047 － 1,047 － 

実施年度 Ｒ３～ Ｒ５年度 1,047 － 1,047 － 

負担区分 

道10／10 

※道費は「森林整備等支援基

金繰入金」 

担当課・係 
林業木材課利用推進係（内線28-455） 

道有林課道有林整備係（内線28-714） 
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建築物等における道産木材の利用促進の取組 

１ 目的・概要等 

ゼロカーボン北海道の実現やＳＤＧｓなど、環境貢献に対する企業等ニーズの高まりを受けて、道産木材の利用を一

層拡大するため、「北の木の家」の普及を進めるほか、｢北海道地域材利用推進方針｣に基づき、道や市町村が整備する公

共建築物や民間建築物、公共土木工事での道産木材の利用を促進する。 

２ 事業内容 

建築物や土木分野での道産木材の利用促進 

区分 内容 実施主体 予算区分 

建築物や公共土木工事で

の利用の促進 
○ 「地域材利用推進方針」に基づき、建築物の木造化・

木質化や公共土木工事での道産木材の利用を促進す

るため、建築物木材利用促進協定制度の周知、庁内

の関係部局による情報交換、木材使用事例の情報収

集及び発信等を実施 

北海道 

市町村 

経常 

木造公共建築物等整備へ

の支援 
○ 市町村等が行う地域材を活用した公共施設等の整備

に対し支援 

【主な採択基準】 

延床面積 300 m2 以上、かつ、地域材利用量が

0.18 m3/ m2以上（木質内装は除く）で整備する

公共施設等に補助 

· 木造公共施設等 

補助率１５％以内（ＣＬＴ、耐火構造など、国が

定めるモデル性が高い建築物は1/2 以内） 

· 木質内装 

建築本体経費の3.75％以内または木質内装経費

の1/2 以内の何れか低い額を補助 

市町村等 林業・木材産業構

造改革事業費 

｢北の木の家～

HOKKAIDO WOOD 

HOUSE～｣の普及啓発 

 

○ 「北の木の家」の認定 

「北の木の家｣（産地や合法性の証明、JAS 規格な

ど品質の確かな道産木材を延べ床面積 1m2 あたり

0.1m3以上使用した住宅）を認定 

北海道木材産業

協同組合連合会 

経常 

○ 制度の普及PR 

HOKKAIDO WOODブランドを活用し、ゼロカー

ボンや SDGs への貢献など道産建築材を使用する

意義や企業価値の向上等について、施主や工務店等

が実感できる取組を実施 

・「北の木の家」建築推進業者の認証 

・住宅関連雑誌や建設部所管の住宅関連イベント等

を通じた普及ＰＲの実施 

・「北の木の家」住宅見学会のＰＲや、工務店に対す

る地域材活用に向けた現場見学など勉強会の開催 

・HOKKAIDO WOOD の HP や SNS 等を活用し

た情報発信 

北海道 社会資本整備総合

交付金 

 

 

 担当課・係 林業木材課利用推進係（内線 28-455） 
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道産建築材供給力強化対策事業費 
 

１ 目的・概要等 

人工林資源が充実する中、建築材など付加価値の高い製品としての道産木材の利用を拡大させるため、道産建築材

の供給力を強化する取組を実施し、全道へ普及していく。 

 

２ 事業内容 

区分 内容 実施主体 

技術的支援 道産建築材の増産を希望する製材工場に対し、保有する機械や人員等の実

情に応じて効率的に生産を行うための技術習得や体制づくりを支援 

○ 委託先：木材関係団体 

北海道 

（委託） 

取組結果の普及 取組による生産性向上等の事例を取りまとめ、製材業界に普及 北海道 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 道単独 予算額（千円） 国 道 その他 

実施主体 北海道 Ｒ６年度 2,204 － 2,204 － 

実施年度 H30～ Ｒ５年度 2,270 － 2,270 － 

負担区分 道 10／10 担当課・係 林業木材課木材産業係（内線 28-472） 

 

支援 

連携 

【道産建築材の現状・課題】 

○ 道内の人工林は利用期を迎えてお

り、今後の出材量の増加が見込まれ

ている 

○ 道内で使用される建築材の多くは輸

入材となっており、道産木材のシェ

アは低い 

 

〔取組の方向性〕 

伐採増加が見込まれるトドマツなど人工林材を、

品質や性能の確かな建築材として安定的に供給す

る体制の強化を図る 

道産建築材供給力強化対策事業 イメージ図 

【北海道】 

○業務の委託 

・課題の提示 

・委託の発注 

・取組結果の取りまとめ 

 

 

 

 

○取組事例の普及 

【木材関係団体】 

○課題解決のための支援 

・安定供給を図る体制整備 

・増産に向けた効率的な生産技術の蓄積 など 

【試験研究機関】 

○研究成果を元にした、建築材の生産性向上への助言 

【製材工場】 

○建築材の生産性向上、増産 

業務委託 

連携 
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合板・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策等事業費 
 

１ 目的 

新たな国際環境の下で、合板・製材・集成材等の競争力を高めることに加えて、豊富な資源量を有する森林資源を活
用し、建築用木材等の供給力強化を図ることによる海外情勢の影響を受けにくい需給構造の構築を図る取組や、国民
的な社会問題となっている花粉症の解決に向けた花粉の発生源であるスギ人工林を減らす取組を推進する。 

２ 事業内容等 

区分 支援対象 事業主体※１ 補助率 

➀木材加工流 
通施設等整 
備 

木材加工業者等が行う加
工流通施設や保管庫の整
備 

森林組合、木材関連業者
等の組織する団体、地域
材を利用する法人 ほか 

１／２以内 

②高性能林業 
機械等の整 
備 

森林組合、林業事業体等
が行う高性能林業機械等
の整備 

森林組合、林業者等の組
織する団体、林業事業体
 ほか 

１／２以内 

③間伐材の生 
産･低コスト 
な人工造林 

市町村、森林組合等が行
う間伐材等の生産のため
の伐倒・集材等 

市町村、森林組合、北海
道 ほか 

間伐材生産・造林 定額 
関連条件整備活動 定額 19.5 千円/ha 以内 

④路網整備 市町村、森林組合等が行
う路網の整備 

市町村、森林組合、北海
道 ほか 

林業専用道(規格相当) 
定額 32千円/m・35千円/m・38千円/m以内※2 

土場等と一体的に整備する林業専用道（規格相当） 
定額 46千円/m・49千円/m・52千円/m以内※2 

森林作業道 定額 2 千円/m 以内 
機能強化 事業費の 1/2 以内 

⑤コンテナ苗 
生産基盤施 
設等整備 

苗木生産者等が行う生産
施設の整備 

市町村、苗木生産者ほか 定額 4/10、1/2 または 6/10 以内 

⑥指導等事業 事業を推進するための事
業主体に対する指導等 

北海道 １／２以内 

※１ 事業主体になるには、道が策定する「体質強化・花粉削減計画」に参画することが必要 

※２ 地形区分毎の定額単価 

３ 実施体制等 

区分 非公共（補助金） 予算額（千円） 計 国 道 その他 

実施主体 上記「事業主体」のとおり Ｒ６年度※１ 1,245,107 1,242,939 2,168 － 

実施年度 Ｈ３０～Ｒ6 Ｒ５年度※２ 1,859,669 1,857,165 2,504 － 

負担区分 上記「補助率」のとおり 担当課・係 

区分①、②、⑥

及び事業全般 
林業木材課木材産業係（内線 28-475） 

区分③、④、⑤ 

森林整備課造林推進係（内線 28-622） 

森林整備課路網整備係（内線 28-633） 

森林整備課保護種苗係（内線 28-627） 
※１ R５年度 5 定予算の明許繰越 
※２ R４年度 5 定予算の明許繰越 

④ 補助金 

 交付 

③ 補助金 

 申請 

⑥ 補助金 

 交付 

⑥ 補助金 

 交付 

⑤ 補助金 

 申請 

⑤ 補助金 

 申請 

② 計画 

 承認 

国（林野庁） 

木材加工業者 
市町村、森林組合、 

林業事業体、苗木生産者等 

北海道 

① 計画 

 申請 

「体質強化・花粉削減計画」作成 

「体質強化・花粉削減計画」により一体的に推進 

生産性向上・競争力強化 

間伐材等の安定供給 

①、② 道は、事業実施のための「体質強化・花粉削減計画」を作成して国に申請し、承認を受ける。 

③、④ 道は、国へ補助金の交付を申請し決定を受ける。 

⑤、⑥ 事業主体は、道に補助金の交付を申請し、決定を受けた後、事業に着手。 

木材産業の体質強化対策 

木材製品等の輸出促進対策 

原木の低コスト供給対策 

木材加工流通施設等の整備 

・生産の大規模・高効率化 

・生産の低コスト化 

・品目転換 

・高度加工処理 

・間伐材の生産（公共） 

・人工造林（公共） 

・高性能林業機械等の整備 

・苗木生産施設等の整備 
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合板・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策等事業費 

（木材加工流通施設等整備、高性能林業機械等の整備） 

１ 目的 

地域材の競争力強化に資する合板・製材・集成材工場及び原木供給の効率化を進めるためのストックヤード等を整

備するとともに、原木を低コストかつ安定的に供給するための高性能林業機械等の整備を支援する。 

 

２ 事業内容等 

区分 種目 内容 事業主体 補助率 

① 木材加工

流通施設

等整備 

· 加工流通施設整備 

· ストックヤード整備 

· 木材加工流通施設等

整備附帯事業 

木材製材施設装置、集成材加

工施設装置、合・単板加工施

設装置、貯木場整備 など 

森林組合、木材関連業者

等の組織する団体、地域

材を利用する法人 ほ

か 

１／２以内 

② 高性能林

業機械等

の整備 

· 高性能林業機械等の

整備 

ハーベスタ、プロセッサ、フ

ォワーダ等の高性能林業機

械等の整備 

森林組合、林業者等の組

織する団体、林業事業体

 ほか 

１／２以内 

※事業主体になるには、道が策定する「体質強化・花粉削減計画」に参画することが必要 

 

３ 事業イメージ 

 

区分 非公共（補助金） 
予算額（千円） 

（事務費除く） 
計 国 道 その他 

実施主体 
上記「事業主体」のとお

り 
Ｒ６年度※１ 294,545 294,545 － － 

実施年度 Ｈ３０～Ｒ６ Ｒ５年度※２ 826,929 826,929 － － 

負担区分 上記「補助率」のとおり 担当課・係 林業木材課木材産業係（内線28-475） 

※１ R５年度5 定予算の明許繰越 
※２ R４年度5 定予算の明許繰越 

体 質 強 化 ・ 花 粉 削 減 計 画 

（川上から川下の関係者が共同して作成する加工施設の整備、原木の安定供給等に関する計画） 

間伐材の生産・路網整備ほか 

高性能林業機械等の整備 

間伐材等の生産及び地域の木材安定供給対策

に資する高性能林業機械等の整備 

· ハーベスタ、プロセッサ、フォワーダなど 

木材加工流通施設等の整備 

 木材産業の体質強化に資する合板・製材・集成材工場等の

整備及びストックヤード整備 

· 大規模・高効率化※１や低コスト化※２に向けた加工流通施設の整備 

· 他品目への転換※３を促進するための加工流通施設の整備 ほか 

生産性向上・競争力強化 

＜合・単板加工＞ ＜木材製材加工＞ 

※１ １日当たりの木材（原木）の処理量が全国平均値より２割以上多い施設 

※２ １人当たりの労働生産性（物的生産性）が全国平均値を上回る施設 

※３ １人当たりの労働生産性（付加価値生産性）が全国平均値を上回る施設 ほか 

※森林整備課

所管 

＜集成材加工＞ 

原木の低コスト供給対策 

間伐材等の安定供給 木材産業の体質強化対策 

木材製品等の輸出促進対策 
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特用林産生産資材高騰対策事業費 
 

１ 目的 

ロシア・ウクライナ情勢等により、燃油・電気代のみならず、おが粉等の生産資材価格も上昇し、きのこ生産者の経

営が圧迫されていることから、コスト低減等に取り組むきのこ生産者に対し、次期生産に必要な生産資材の導入費を

支援し、生産体制の維持、経営体質の強化を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事業内容等 

支援対象 事業主体 区分 補助率 補助単価① 補助単価②※ 

生産資材の国産化及び

コスト低減に取り組む

きのこ生産者が、生産

に必要な資材 

（原木、種駒、菌床、

種菌、おが粉、薬剤、

栽培袋、梱包資材） 

きのこの販売収入が

過半を占めるきのこ

生産者 

原木しいたけ 

定額 

 

上限 

500 万円

24.02 円/kg 33.63 円/kg

菌床しいたけ 5.58 円/kg 7.81 円/kg

きくらげ 5.37 円/kg 7.52 円/kg

まいたけ 5.75 円/kg 8.05 円/kg

なめこ 6.06 円/kg 8.48 円/kg

えのきたけ 2.81 円/kg 3.94 円/kg

たもぎたけ 4.08 円/kg 5.71 円/kg

※経営費に占める電気代が 15％を超える場合に適用 

 

３ 実施体制等 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 R5 年度 5 定予算の明許繰越 

※2 R4 年度 5 定予算の明許繰越 

①原木しいたけ用 

のほだ木 

②菌床しいたけ用 

の菌床ブロック 

③トレー及び 

梱包ラップ 

   

区分 非公共（補助金） 予算額（千円） 計 国 道 その他 

実施主体 上記「事業主体」のとおり Ｒ６年度※1 21,894 21,894 0 0

実施年度 R5～Ｒ６ Ｒ５年度※2 38,080 38,080 0 0

補助率 上記「補助率、補助単価」のとおり 担当課・係 
林業木材課木材産業係 

（内線 28-472） 

国（林野庁） 

道（林業木材課） 

事業主体（きのこ生産者） 

①補助金 

申請 

④補助金 

交付 

②補助金 

申請 
③補助金 

交付 

【主な補助対象】 

令和３年の本道におけるきのこ類の総生産額は約 100 億

円で、特用林産物生産額の約 97％を占めている。 

また、きのこ類の生産量は、４年連続で前年を下回ってい

るが、都道府県別の総生産量では第 4 位となっている。 

品種別生産量は、生しいたけが 5,632 トンで最も多く、

次いでえのきたけ、ぶなしめじと続き、これら３品目で全道

生産量の約 71％を占めている。 

【道内のきのこ類生産状況等】 20,260 
18,619 

17,622 17,136 17,091 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H29 H30 R1 R2 R3

（トン）

（年）

生しいたけ

まいたけ

なめこ

えのきたけ

ぶなしめじ

その他

※H30 以降のぶなしめじ及び R2 以降のえのきたけは 

秘匿対象となりその他に含む。 

きのこ類の生産量の推移 
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林業・木材産業構造改革事業費 

１ 目的・概要等 

林業・木材産業の成長産業化の実現に向けて、国の事業等を効果的かつ効率的に活用し、安定供給体制の整備推進、

林業経営体の育成、特用林産の振興、木材利用及び木材産業の体制整備を進める。 

２ 事業内容 

意欲と能力のある経営体と連携し、需要者ニーズに対応した木材製品の安定的・効率的な供給等を図るため、川上か

ら川下までの連携による林業・木材産業の体制整備を総合的に支援する。 

区分 種目 内容 事業主体 補助率 

① 安定供給体制の整

備推進及び林業経

営体の育成 

· 高性能林業機械等の

整備 

林業経営や森林施業の

効率化を図るための施

設等の整備 

市町村、森林整備法人

等、選定経営体、新た

に造林事業開始する

者等 

1/3～1/2 以内 

② 木材利用及び木材

産業体制等の整備

推進 

· 特用林産振興施設等

の整備 

生産基盤の高度化、作業

の効率化等に資する整

備 

市町村、森林組合、道

森連、農協、林業者等

の組織する団体、きの

こ原木等生産者等 

1/2 以内 

· 木材加工流通施設等

の整備 

· 木質バイオマス利用

促進施設の整備 

· 木造公共建築物等の

整備 

木材産業の競争力の強

化や地域材の安定供給

を進めるための木材加

工流通施設等の整備な

ど 

市町村、森林組合、林

業者等の組織する団

体、地域材を利用する

法人、地方公共団体等

が出資する法人等 

1/3～1/2 以内 

3.75%以内（木

質内装） 

15%以内（木造

公共施設） 

３ 事業イメージ 

 

区分 非公共（補助金） 予算額（千円） 計 国 道 その他 

実施主体 上記「事業主体」のとおり Ｒ6 年度 855,254 854,722 532 － 

実施年度 Ｈ14～ Ｒ5 年度 1,267,206 1,266,618 588 － 

負担区分 上記「補助率」のとおり 担当課・係 
林業木材課 木材産業係 （内線28-475） 

 利用推進係 （内線28-480） 
 

川上から川下までの連携による林業・木材産業の体制整備を総合的に支援 

林業・木材産

業の体制整備 

特用林産振興施設等の整備 

特用林産物の生産基盤の強化や作業の効率化等に向けた特用林産物

の活用体制の整備 特用林産物生産施設 

木質バイオマスボイラ－ 木造公共施設

等 

木造公共施設及び木質バイオマス利用促進施設の整備 

地域材を利用した波及効果の高い木造公共施設等の整備や、木質バ

イオマスを安定的に供給・利用する木質燃料製造施設・チップボイ

ラー等の整備 

利用拡大に向けた 

総合的な対策 

木材加工流通施設等の整備 

CLT等の新たな製品をはじめ木材製品の安定供給に向けた木材加工

流通施設の整備 
＜合板・製材や乾燥、プレカットなどの施設整備＞ 

高性能林業機械等の整備 

森林整備の効率的かつ円滑な実施、林業再生の担い手育成及び林業生

産コストの低減を図るために必要な高性能林業機械等を導入 

＜ハーベスタ、プロセッサ、フォワーダ、フェラーバンチャ、

下刈り作業車 など＞ 
用途に応じた 

間伐材等 

の安定供給 
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別記 

林業・木材産業構造改革事業の内容 

事業種目及び事業内容（工種又は施設区分） 事業実施主体 

１ 安定供給体制の整備推進及び林業経営体の育成 市町村、森林整備法人等、選定経営体、

新たに造林事業を開始する者並びに

広域利用林業機械の整備及び林業機

械リース支援において再貸し付けを

実施するもの（林業労働力の確保の促

進に関する法律（平成 8 年法律第 45

号）第 11 条に基づく林業労働力確保

支援センター、森林組合連合会、特認

団体に限る。) 

 ア 高性能林業機械等の整備 

  ① 林業機械作業システ

ム整備 

林業機械導入 

【造林保育型】【素材生産型】 

〔高性能林業機械等、広域利用林業機械、広

域・単独併用機械〕 

  ② 効率化施設整備 効率化作業基地整備、林業生産施設 

  ③ 活動拠点施設整備 林業情報処理施設 

  ④ 高性能林業機械リー

ス支援 

林業機械導入 

２ 木材利用及び木材産業体制等の整備推進 市町村、森林組合、生産森林組合、森

林組合連合会、農業協同組合、農業協

同組合連合会、農事組合法人、林業者

等の組織する団体、地域材を利用する

法人、きのこ原木等生産者及び特認団

体 

 ア 特用林産振興施設等の整備 

  ① 特用林産物活用施設

等整備 

特用林産物生産基盤整備、特用林産物生産

施設、特用林産物加工流通施設、廃床等活用

施設、特用林産物獣害対策施設 

 イ 木材加工流通施設等の整備 市町村、森林組合、木材関連業者等の

組織する団体及び地域材を利用する

法人 
  ① 木材加工流通施設整

備 

木材処理加工施設〔木材製材施設装置、集成

材加工施設装置、チップ加工施設装置ほ

か〕、木材集出荷販売施設 

  ② 森林バイオマス等活

用施設整備 

森林バイオマス再利用促進施設、木質エネ

ルギー等利用促進施設 

 ウ 木造公共建築物等の整備 市町村、地方公共団体等が出資する法

人、特別区及び地方公共団体の組合そ

の他「公共建築物等の木材の利用の促

進に関する法律施行令」(平成 22 年政

令第 203 号)第 1 条に規定する公共

建築物の整備主体 

  ① 木造公共施設整備 公共施設〔木造公共施設、木質内装、木製外

構施設ほか〕 

 エ 木質バイオマス利用促進施設の整備 市町村、森林組合、林業者等の組織す

る団体、地方公共団体等が出資する法

人、ＰＦＩ事業者及び民間事業者等 
  ① 未利用間伐材等活用

機材整備 

未利用間伐材等活用機械 

  ② 木質バイオマス供給

施設整備 

木質バイオマス供給施設装置、木質バイオ

マスエネルギー供給用機械 

  ③ 木質バイオマスエネ

ルギー利用施設整備 

木質バイオマスエネルギー利用施設装置 

施設整備等の一般的基準 
［共通］ 

① 受益戸数は５戸以上。（木材安定取引協定の締結等により地域材を利用する場合、木質バイオマスの安定取引協定等
を締結する等の場合はこの限りではない。） 

② 対象とする施設等の耐用年数は、おおむね５年以上。 
③ １工種（機械及び器具）の事業費は５０万円以上。 
④ １事業費は５００万円以上。ただし、「高性能林業機械等の整備」の【造林保育型】でヘッドのみを導入する場合及

び林業用資材運搬ドローンを導入する場合は１００万円以上、「特用林産物活用施設等整備」は３００万円以上（特
用林産物生産基盤整備及び特用林産物獣害対策施設については１００万円以上）、「活動拠点施設整備」は１００万
円以上。 

⑤ 総費用額に対する総効果額の比率（費用対効果分析）が１．０以上。 
⑥ 機械施設の入替えの場合、規模・能力がおおむね３０％以上増大すること。 
⑦ 森林組合が収支を伴う施設の事業主体となる場合は、中核森林組合に限る。 

［収支を伴う施設］ 
⑧ 事業費がおおむね５千万円以上の場合は、経営診断を受けること。 
⑨ １施設当たりの総事業費は、原則７億円を上限とする。 
⑩ 補助残に対する自己資金（出資金、余剰金等）の割合（＝自己資金／（事業費－補助金））は、おおむね１２％以上

であること。 
⑪ 施設の増設等の場合、既施設の目標年度までは認めない。（ただし、目標を達成しており、直近の単年度収支が黒字

であるなどの場合は除く。） 
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林業・木材産業改善資金貸付事業貸付金 

１ 目的・概要等 

林業及び木材産業の健全な発展に資することなどを目的に、林業従事者や木材産業者等が経営改善等のために行う

新たな事業部門の経営の開始や、林産物の新たな生産・販売方式の導入などの取組に必要な無利子の資金の貸付けを行

う。 

○ 根拠 林業・木材産業改善資金助成法、北海道林業・木材産業改善資金貸付規則 

○ 事業の始期 昭和 51 年 

２ 資金内容 

資金使途 

○ 新たな林業部門・木材産業部門の経営開始（機械や施設の導入など） 
○ 林産物の新たな生産・販売の方式の導入（木材加工施設の導入や立木の買取資金など） 
○ 林業労働に係る安全衛生施設の導入（防振装置付きチェンソーの導入など） 
○ 林業労働者の福利厚生施設の導入（休憩施設や更衣室の導入など） 

貸付限度 
個人：1 , 5 0 0 万円   会社：3 , 0 0 0 万円  その他の団体：5 , 0 0 0 万円 

（ただし、木材産業分野においては１億円） 

貸付対象 

• 林業従事者（森林所有者、素材生産者、林業労働従事者等） 
• 林業従事者の組織する団体 
• 木材産業に属する事業を営む者（木材製造業者、木材卸売業者、木材市場業者） 
• 木材産業に属する事業を営む者の組織する団体  など 

償還条件 
10年以内（据置３年以内） 

（ただし、法令による特例が適用される場合は当該法令の定める期間以内） 

※詳細は参考資料（141 ページ）を参照 

【林業・木材産業改善資金の仕組み】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区  分 非公共（補助金） 予算額（千円） 国 道 その他 

実施主体 北海道 Ｒ６年度 255,188 － － 255,188 

実施年度 Ｓ51～ Ｒ５年度 490,082 － － 490,082 

負担区分 － 担当課・係 林業木材課林業金融係（内線28-574） 
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木質バイオマスゼロカーボン推進事業費 

１ 目的・概要等 

ゼロカーボン北海道の実現に向けて、豊富な森林資源を持つ本道では、カーボンニュートラルな原料である木質バイ

オマスをエネルギーとして活用することが重要であり、地域での熱利用や原料の集荷コストの低減を促進するセミナー

とアドバイザー派遣により、木質バイオマスのエネルギー利用を推進する。 

２ 事業内容 

区分 事業内容 事業主体 

セミナーの開催 
市
町
村
等
向
け 

（事業内容） 

木質バイオマスボイラーの導入を検討してもらうため、市町村等担

当者を対象としたセミナーを開催 

（実施箇所） R６年度：空知地域、十勝地域、上川・宗谷地域  

３箇所／年 

（事業期間） Ｒ４～Ｒ６年度 

（委託先） 

民間事業者 

林
業
事
業
体
向
け 

（事業内容） 

林地未利用材の効率的な集荷に向けた技術セミナーを開催 

（実施箇所） R６年度：上川・留萌地域、オホーツク地域、 

釧路・根室地域 ３箇所／年 

（事業期間） Ｒ４～Ｒ６年度 

アドバイザー派遣 （事業内容） 

木質バイオマスボイラーの導入を検討する市町村等からの相談に対

応するアドバイザーを派遣し、ボイラー導入を支援 

（実施箇所） 市町村等 6 回／年 

（事業期間） Ｒ４～Ｒ６年度 

（委託先） 

民間事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※特定財源：電源立地地域対策交付金 

区分 非公共（交付金） 予算額（千円）※ 国 道 その他 

事業主体 北海道 Ｒ６年度 4,780 4,780 － － 

実施年度 Ｒ４～Ｒ６ Ｒ５年度 4,780 4,780 － － 

負担区分 － 担当課・係 林業木材課利用推進係（内線 28-455、568） 

事業イメージ 
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